農地法４・５条許可申請に伴う関係書類等
１　許可申請書　２部提出

２　添付書類（それぞれ２部提出となるが，内１部は写しで可のものもある）

(1) 　申請者が法人の場合は，定款又は寄付行為の写し及び法人の登記事項証明書

(2) 　申請に係る土地の登記事項証明書（全部事項証明書に限る）

(3) 　申請地の地番を表示する図面（申請地付近の公図又は字図で，周辺の状況がわかる範囲で地目を表示し，方位がわかるもの）

(4) 　転用候補地の位置及び付近の状況を表示する図面（市町村全図等及び住宅地図等に申請地を表示したもの）

(5) 　配置図

ア　申請地だけでなく計画地全体について，ぞれぞれの所要面積，すべての建築物，工作物等の配置，建築面積，それぞれの間隔，隣接地との境界までの距離を明確にする。

イ　転用に伴い周辺の農地に係る営農条件に支障を生じるおそれがあると認められる場合は，断面図や被害防除計画書，被害防除に関する誓約書等を添付する。

ウ　建築物等の設計図面ができていない場合は，少なくとも縦×横の長さを明示する。

(6) 　事業実施に必要な資力があることを証する書面（預貯金の残高証明や融資(予定)証明書等，転用時に係る資金計画の総経費(土地取得費を含む)が不要の場合を除く）

(7) 　関係権利者の同意書

ア　所有権以外の権原に基づいて申請する場合は，所有者の同意があることを証する書面

イ　地上権，永小作権，質権又は賃借権に基づく耕作者がいる場合は，その同意があることを証する書面

(8) 　当該事業に関連して他の法令に定めるところにより許可，認可，関係機関の議決等を要する場合において，これを了しているときは，その旨を証する書面

　その許認可等の見通しを明らかにした上で転用の許可，不許可を判断する必要があるため，出来るだけ早急に関係機関への申請等を行うことを要する。

(9) 　土地改良区内にある場合は土地改良区の意見書（意見を求めてから30日を経過してもその意見を得られない場合は，その事由を記載した書面）

(10) 当該事業に関連する取水又は排水につき，水利権者，漁業権者その他関係権利者の同意を得ている場合は，その旨を証する書面
(11) その他参考となる書面

ア　一般住宅建設目的の申請で計画面積が500㎡を超える場合で，地形的な問題などで通常の場合より広い面積を必要とするとき，その理由書

イ　畜舎等で畜産環境保全意見書を必要とする場合，その写しと意見を遵守する旨の確約書

ウ　袋地等で他人の土地を利用するため通行承諾を必要とする場合，その旨を証する書面

エ　事業計画書（個人住宅（建売住宅や貸家を除く）の場合や(5)の配置図，申請書等の中で転用の必要性が具体的になっている場合は不要）

オ　申請者（譲渡人，貸人）の現住所が土地登記事項証明書上の住所と相違する場合住所変更登記を行ってから申請することが望ましいが，やむを得ない場合は，住所移転の経過を証明する戸籍の附票，住民票，また，錯誤等による登記の場合は不在籍証明等

カ　相続登記未済の場合は，相続登記を終えてから申請することが望ましいが，緊急やむを得ない場合は，相続登記に必要な次の書類をすべて添付する。

(1) 　相続系譜図（全員についての氏名のほか現住所，生年月日，死亡年月日まで必ず記入）

(2) 　戸籍謄本等（(ｱ)の相続系譜図の内容が確認できる戸籍や原戸籍）

(3) 　遺産分割協議書，相続放棄書のいずれか及び印鑑証明

　　キ　代理人により申請がなされる場合は，代理権を証する書面及び本人が申請内容を了承している旨の確認書

　　ク　一時転用申請の場合は，転用の期間，農地への復元方法，復元に要する費用等を明らかにした事業計画書
　　　　また，申請地が農用地区域内の場合，農業振興地域整備計画の達成に支障がない旨の市町村長の同意書

　　ケ　転用（着手）後に許可申請する場合の始末書には，転用した年月日を明記する。

　　コ　転用することにより，周辺の農地に係る営農条件に支障を及ぼすおそれがある場合は，被害防除計画書（必要に応じて被害防除に関する誓約書）

　　サ　その他転用許可申請の審査を行う上で必要な最小限の書類
